
平成14年2月期 個別中間財務諸表の概要 平成13年10月15日

株式会社ポプラ ：東

：広島県

執行役員　ＩＲ室長

 山田　啓明 ＴＥＬ　( 044 ) 280 - 1914

中間配当制度の有無　　有 ・ 無

１．　平成13年８月中間期の業績（平成13年３月１日　～　平成13年８月31日）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( ) ( )

( ) ( )

百万円 ％ 円 銭

( )

(注) ①期中平均株式数 平成13年８月中間期 株 平成12年８月中間期 株 平成13年２月期 株

②会計処理の方法の変更 有 ・ 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円 銭 円 銭

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注)　期末発行済株式数　平成13年８月中間期 株 平成12年８月中間期 株 平成13年２月期 株

２．　平成14年２月期の業績予想（平成13年３月１日　～　平成14年２月28日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

(参考)　1株当たり予想当期純利益(通期)　　

15.7

会 計 処 理 基 準

単位：百万円未満切捨

上 場 取 引 所

本社所在都道府県

8.5 1,235

2,533

66  

(　48.1　)

平成13年２月期

中間（当期）純利益
対前年中間期

増減率
1 株 当 た り 中 間

( 当 期 ) 純 利 益

△ 211 20  

平成13年２月期

515

1,058

平成13年８月中間期

平成12年８月中間期

中間財務諸表作成基準△ 1,577 -

19,354 [60,666] (13.5)[11.7] 1,249

69    

1 株 当 た り

年 間 配 当 金

7,471,090

02 中間財務諸表作成基準

1,576

141   

7,471,090 7,471,090

31 銭

7 50

7,510

総 資 産 株 主 資 本

17 50

6,551

平成13年８月中間期

1 株 当 た り

中 間 配 当 金

10 00

当 期 純 利 益

△ 1,025 20

平成12年８月中間期

平成13年２月期

30.0

00

26,303 8,220 31.3 1,100

7,471,090 7,471,090

54,578

期 末

平成13年８月中間期

平成12年８月中間期

平成13年２月期

25,053

26,005

25

1,005 24

[129,638]

売 上 高
[ チ ェ ー ン 全 店 売 上 高 ]

経 常 利 益

3,109

△ 137 円

通 期

27.626,682 [64,318]

7,471,090

25.2

上場会社名

コード番号

問 合 せ 先

決算取締役会開催日

中間配当支払開始日

平成13年８月中間期 25.01,561

営業利益(対前年中間期増減率)
売 上 高

[チェーン全店売上高]
対前年中間期

増減率

(37.9)[ 6.0]

平成13年11月13日

7601

平成12年８月中間期

経常利益(対前年中間期増減率)

責任者役職名

氏 名

平成13年10月15日

39,574 [119,437] 2,573

10

1 株 当 た り 年 間 配 当 金

00

876 90

株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

　1　
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２．中間財務諸表等
(1）中間財務諸表

①　中間貸借対照表 （単位：千円）

第26期中間会計期間末

(平成12年８月31日現在)

第27期中間会計期間末

(平成13年８月31日現在)

第26期事業年度
要約貸借対照表

(平成13年２月28日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産

１．現金及び預金 ※２ 2,292,334 1,133,253 898,781

２．売掛金 6,673 － －

３．加盟店貸勘定 276,520 288,858 504,700

４．たな卸資産 233,086 392,157 359,217

５．その他 1,108,587 1,127,982 1,526,701

６．貸倒引当金 △ 30,299 △ 20,069 △ 32,603

流動資産合計 3,886,902 15.5 2,922,182 11.2 3,256,797 12.4

Ⅱ 固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1）自社有形固定資産

１．建物 ※２ 1,519,217 2,184,653 2,135,640

２．土地 ※２ 2,028,036 2,638,234 2,638,234

３．その他 499,697 1,529,140 918,181

自社有形固定資産合計 4,046,951 16.2 6,352,028 24.4 5,692,056 21.6

(2）貸与有形固定資産

１．建物 2,170,622 2,492,684 2,133,253

２．器具備品 935,712 1,087,029 939,594

３．土地 207,553 439,683 207,553

４．その他 387,844 461,721 397,348

貸与有形固定資産合計 3,701,732 14.8 4,481,120 17.3 3,677,749 14.0

有形固定資産合計 7,748,684 31.0 10,833,148 41.7 9,369,806 35.6

２．無形固定資産 42,543 0.2 66,963 0.3 56,096 0.2

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 2,428,705 965,313 2,303,078

(2）長期貸付金 4,584,330 4,128,453 4,646,769

(3）敷金・保証金 5,847,288 6,863,418 6,333,099

(4）繰延税金資産 - 1,645,110 388,325

(5）その他 946,552 343,337 442,586

(6）貸倒引当金 △ 431,320 △ 1,762,710 △ 492,578

投資その他の資産合計 13,375,557 53.3 12,182,922 46.8 13,621,280 51.8

固定資産合計 21,166,785 84.5 23,083,035 88.8 23,047,183 87.6

資産合計 25,053,687 100.0 26,005,217 100.0 26,303,980 100.00
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（単位：千円）

第26期中間会計期間末

(平成12年８月31日現在)

第27期中間会計期間末

(平成13年８月31日現在)

第26期事業年度
要約貸借対照表

(平成13年２月28日現在)

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動負債

１．支払手形 126,394 298,538 272,788

２．買掛金 2,456,516 4,061,610 3,187,597

３．加盟店買掛金 ※２ 5,132,454 3,493,373 2,995,738

４．加盟店借勘定 479,632 460,213 153,061

５．短期借入金 ※２ 247,160 452,760 1,670,360

６．未払金 931,505 1,107,675 861,983

７．未払法人税等 503,417 584,141 622,000

８．賞与引当金 122,436 129,510 153,595

９．その他 1,598,785 1,855,455 1,962,918

流動負債合計 11,598,302 46.3 12,443,278 47.8 11,880,043 45.1

Ⅱ 固定負債

１．社債 ※２ 500,000 500,000 500,000

２．長期借入金 ※２ 899,690 1,386,130 1,121,210

３．退職給付引当金 － 267,748 －

４．役員退職慰労引当金 328,764 354,302 342,497

５．預り保証金 2,803,370 2,951,795 2,817,527

６．預り敷金 1,079,027 1,235,646 1,079,527

７．その他 334,315 314,951 343,109

固定負債合計 5,945,166 23.7 7,010,572 27.0 6,203,870 23.6

負債合計 17,543,469 70.0 19,453,851 74.8 18,083,913 68.7

（資本の部）

Ⅰ 資本金 1,800,137 7.2 1,800,137 6.9 1,800,137 6.8

Ⅱ 資本準備金 2,040,414 8.2 2,040,414 7.9 2,040,414 7.8

Ⅲ 利益準備金 56,195 0.2 77,800 0.3 68,609 0.3

Ⅳ その他の剰余金

１．任意積立金 2,341,300 2,941,300 2,341,300

２．中間(当期)未処分利益 1,272,170 △ 309,415 1,969,605

その他の剰余金合計 3,613,470 14.4 2,631,884 10.1 4,310,905 16.4

Ⅴ その他有価証券評価差額金 － 1,128 －

資本合計 7,510,218 30.0 6,551,365 25.2 8,220,066 31.3

負債・資本合計 25,053,687 100.0 26,005,217 100.0 26,303,980 100.0
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②　中間損益計算書 （単位：千円）

第26期中間会計期間

自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間

自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
要約損益計算書

自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売上高    15,772,778 (100.0)
81.5 22,824,790 (100.0)

85.5 31,978,649 (100.0)
80.8

Ⅱ 営業収入     3,581,701 18.5 3,857,940 14.5 7,595,770 19.2
営業収入のうちロイヤル
ティー収入の対象となる
加盟店売上高は次のとお
りであります。
第26期中間会計期間

57,107,889千円
第27期中間会計期間

58,574,912千円
第26期事業年度

111,886,389千円
直営店売上高との合計額
は次のとおりでありま
す。
第26期中間会計期間

60,666,676千円
第27期中間会計期間

64,318,799千円
第26期事業年度

119,437,338千円
営業総収入 19,354,479 100.0 26,682,730 100.0 39,574,420 100.0

Ⅲ 売上原価 13,059,004 (82.8)
67.5 19,193,223 (84.1)

71.9 26,519,935 (82.9)
67.0

売上総利益 (2,713,773) (17.2) (3,631,566) (15.9) (5,458,714) (17.1)

営業総利益     6,295,474 32.5 7,489,506 28.1 13,054,484 33.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費     5,046,458 26.0 5,928,037 22.2 10,481,463 26.5

営業利益     1,249,016 6.5 1,561,469 5.9 2,573,021 6.5

Ⅴ 営業外収益 ※１ 143,520 0.7 108,909 0.4 217,134 0.5

Ⅵ 営業外費用 ※２ 156,804 0.8 93,415 0.4 256,325 0.6

経常利益 1,235,732 6.4 1,576,963 5.9 2,533,830 6.4

Ⅶ 特別利益 28,798 0.1 64,554 0.2 34,908 0.1

Ⅷ 特別損失 ※３ 350,699 1.8 3,937,427 14.7 506,242 1.3

税引前中間(当期)純利益 913,831 4.7 △2,295,908 △8.6 2,062,497 5.2

法人税、住民税及び事業税 507,075 2.6 557,500 2.1 1,136,897 2.9

法人税等調整額 △ 108,867 △0.6 △ 1,275,490 △4.8 △ 132,733 △0.3

中間（当期）純利益 515,623 2.7 △ 1,577,918 △5.9 1,058,333 2.6

前期繰越利益 756,547 1,268,503 756,547

合併利益受入 - - 216,361

中間配当額 - - 56,033
中間配当に伴う
利益準備金積立額 - - 5,603

中間(当期)未処分利益 1,272,170 △ 309,415 1,969,605
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

期　　別

項　　目

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

１．事業年度の財務諸表作

成のために採用してい

る会計処理の原則及び

手続と異なる会計処理

の基準

(1）減価償却費の計上基準

　減価償却費は当中間会計期

間末における固定資産の年間

減価償却費見積額を期間によ

り按分して計上しておりま

す。

(1） (1）

(2）役員退職慰労引当金繰入額

の計上基準

　年間繰入予定額の２分の１

を計上しております。

(2） (2）

(3）法人税、住民税及び事業税

の計上基準

　法人税、住民税及び事業税

は、税引前中間純利益を基礎

として算定される中間会計期

間の負担すべき税額を計上し

ております。

(3） (3）

２．資産の評価基準及び評

価方法

(1）たな卸資産

商品（直営店）

　売価還元法による原価法

　商品（商品センター）

　月次総平均法による原価

法

製品

　月次総平均法による原価

法

原材料

　月次総平均法による原価

法

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法

(1）たな卸資産

　　同左

(1）たな卸資産

　同左

(2）有価証券

取引所の相場のある有価証券

　移動平均法による低価法

（洗替え方式）

　その他の有価証券

　移動平均法による原価法

 (2）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他の有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

主として移動平均法によ

り算定）

　　　時価のないもの

　   移動平均法による原価法

(2）有価証券

　取引所の相場のある有価証

券

　移動平均法による低価法

（洗替え方式）

　その他の有価証券

　移動平均法による原価法
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期　　別

項　　目

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

３．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　法人税法の規定による定率

法

　但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、法人税法

に規定する定額法によっており

ます。

(1）有形固定資産

　定率法（ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物

（付属設備を除く）については

定額法）を採用しております。

(1）有形固定資産

　法人税法の規定による定率

法

　但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、法

人税法に規定する定額法に

よっております。

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産

　　定額法を採用しておりま

す。

　なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能見積期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

(2）無形固定資産

　法人税法の規定による定額

法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用

可能見積期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

（追加情報）

　前期において投資その他の

資産の「長期前払費用」に計

上していた自社利用のソフト

ウェアについては、「研究開

発費及びソフトウェアの会計

処理に関する実務指針」（日

本公認会計士協会会計制度委

員会報告第12号　平成11年３

月31日）における経過措置の

適用により、従来の会計処理

方法を継続して採用しており

ます。

　ただし、同報告により上記

に係るソフトウェアの表示に

ついては、当期より投資その

他の資産の「長期前払費用」

から無形固定資産の「ソフト

ウェア」に科目名を変更し、

減価償却の方法については、

社内における利用可能見積期

間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(3）長期前払費用

　法人税法の規定による均等償

却

(3）長期前払費用

法人税法の規定による均等償

却
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期　　別

項　　目

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

４．引当金の計上基準 (1） (1）貸倒引当金

　一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能額を計

上しております。

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備

えるため、法人税法の規定に

基づく限度額に個別債権の回

収不能見積額を加えて計上し

ております。

(2） (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間の負担すべき額を計上

しております。

(2）賞与引当金

　同左

(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

（256,653千円）については、

当中間会計期間に全額費用処理

しております。

(3） (4）役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しておりま

す。

(3）役員退職慰労引当金

　同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　　同左 　　同左

６.その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。

　同左 　同左
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表示方法の変更

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

　投資その他の資産の「繰延税金資産」は、前中間期まで、

「その他」に含めて表示していたが、当中間期末において資

産の１００分の５を超えたため区分掲記しました。

　なお、前中間期末「繰延税金資産」の金額は375,526千円

であります。
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追加情報

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

　（ソフトウェア）

　前中間会計期間において投資その他の

資産の「その他」に計上していた自社利

用のソフトウェアについては、「研究開

発費及びソフトウェアの会計処理に関す

る実務指針」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第12号平成11年３月31

日）における経過措置の適用により、従

来の会計処理方法を継続して採用してお

ります。

　ただし、同報告により上記に係るソ

フトウェアの表示については、当中間会

計期間より投資その他の資産の「その

他」から無形固定資産に科目名を変更

し、減価償却の方法については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

（退職給付会計）

当中間会計期間から退職給付に係る

会計基準（「退職給付に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成10年6月16日））を適用しておりま

す。この結果、従来の方法によった場合

と比較して、退職給付費用が267,748千

円増加し、経常利益は11,096千円減少

し、税引前中間純損失は267,748千円増

加しております。

また、退職給与引当金は、退職給付

引当金に含めて表示しております。

（金融商品会計）

当中間会計期間から金融商品に係る

会計基準（「金融商品に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成11年1月22日））を適用し、有価証

券の評価の方法（その他有価証券につい

ては、時価のあるものと時価のないもの

に区分し、時価のあるものについては

「期末日の市場価格等による時価法」

（評価差額は全部資本直入法により処

理）を、時価のないものは移動平均法に

よる原価法）を変更しております。この

結果、従来の方法によった場合と比較し

て、経常利益は593千円減少し、税引前

中間純損失は593千円増加しておりま

す。

（無形固定資産）

　前期において投資その他の資産の「長

期前払費用」に計上していた自社利用の

ソフトウェアについては、「研究開発費

およびソフトウェアの会計処理に関する

実務指針」（日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第12号　平成11年３月31

日）における経過措置の適用により、従

来の会計処理方法を継続して採用してお

ります。

　　ただし、同報告により上記に係るソ

フトウェアの表示については、当期より

投資その他の資産の「長期前払費用」か

ら無形固定資産の「ソフトウェア」に科

目名を変更し、減価償却の方法について

は、社内における利用可能見積期間（５

年）に基づく定額法によっております。
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追加情報

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

当社は、製販一貫体制の組織を統合

化することにより、人材・設備・資

金・情報等を集約し資源を最大限に活

かす体制を構築し、また今後の連結経

営に備えるため、当社の子会社であっ

たポプラフーズ㈱、ポプラ物流サービ

ス㈱、ポプラ酒類販売㈱、㈱こがわ酒

店、㈲カワウチ、㈲山陰東、㈲亀田酒

店の７社を平成13年２月１日付で簡易

合併手続により吸収合併いたしまし

た。

この合併による新株式の発行及び資本

金の増加はありません。

合併消滅会社から引継いだ資産及び負債

は次のとおりであります。

（平成13年２月１日現在）          （単位：千円）

   会 社 名    資 産    負  債   差  　引
正味財産

  ポ プ ラ
  フーズ㈱

1,219,642a 1,067,701s 151,940a

  ポ プ ラ
 物流サービス㈱

220,841A 137,951a 82,889a

  ポ プ ラ
 酒類販売㈱

1,267,179A 1,232,723a 34,456a

 ㈱こがわ酒店 102,498a 23,938a 78,560a

 ㈲カワウチ 22,754a 6,587a 16,167a

 ㈲山陰東 30,021a 14,387a 15,634a

 ㈲亀田酒店 21,849a 4,119a 17,729a

    合  計 2,884,788a 2,487,410a 397,378a
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

第26期中間会計期間末
（平成12年８月31日現在）

第27期中間会計期間末
（平成13年８月31日現在）

第26期事業年度末
（平成13年２月28日現在）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

4,474,939千円 5,545,193千円 5,126,342千円

※２．担保に供している資産及びこれに

対応する債務は次のとおりでありま

す。

※２．担保に供している資産及びこれに

対応する債務は次のとおりでありま

す。

※２．担保に供している資産及びこれに

対応する債務は次のとおりでありま

す。

(ｲ）担保に供している資産 (ｲ）担保に供している資産 (ｲ）担保に供している資産

建物 734,628千円 建物 906,908千円 建物 933,518千円

土地 1,912,209 土地 2,522,407 土地 1,912,209

計 2,646,837 計 3,429,315 計 2,845,727

(注)　上記のほか、定期預金2,000千円を

ナンバーズ販売のための担保に供し

ております。

(注 )　上記のほか、定期預金2,000

千円をナンバーズ販売のための担保

に供しております。

(注)　上記のほか、定期預金2,000千円を

ナンバーズ販売のための担保に供し

ております。

　なお、担保提供資産には関係会社

である大黒屋食品㈱の銀行借入金に

対し、物上保証として担保に供して

いるものを含んでおります。

　なお、担保提供資産には関係会社

である大黒屋食品㈱の銀行借入金に

対し、物上保証として担保に供して

いるものを含んでおります。

　なお、担保提供資産には関係会社

である大黒屋食品㈱の銀行借入金に

対し、物上保証として担保に供して

いるものを含んでおります。

(ﾛ）上記に対応する債務 (ﾛ）上記に対応する債務 (ﾛ）上記に対応する債務

加盟店買掛金 20,000千円 加盟店買掛金 20,000千円 加盟店買掛金 20,000千円

短期借入金 80,040 短期借入金 130,640 短期借入金 1,268,240

社債 500,000 社債 500,000 社債 500,000

長期借入金 526,530 長期借入金 1,130,090 長期借入金 806,610

計 1,126,570 計 1,780,730 計 2,594,850

　３．保証債務

　関係会社及び加盟店の銀行からの

借入に対し、次のとおり債務保証を

行っております。

　３．保証債務

　関係会社及び加盟店の銀行からの

借入に対し、次のとおり債務保証を

行っております。

　３．保証債務

　関係会社及び加盟店の銀行からの

借入に対し、次のとおり債務保証を

行っております。
(加盟店)
井出正文 9,457
炭本　啓 7,078
久田信行 6,000
石田良信 5,381
森本　博 2,741
平岩　忠 2,327
計 32,985

(関係会社)
ポプラフーズ㈱ 362,400千円
大黒屋食品㈱ 22,796
吉島酒販㈲ 14,080
㈱大西酒店 11,724
小計 411,000

(加盟店)
水除干城 14,422
井出正文 12,521
炭本　啓 11,412
三宅　徹 12,052
石田良信 8,854
久田信行 7,500
清水真司 6,901
手柴教道 6,530
武村秀伸 5,404
森本　博 3,703
平岩　忠 3,059
佐伯孝徳 2,900
甫出信夫 1,829
小計 97,090
計 508,091

(加盟店)
井出正文 11,000
三宅　徹 10,984
炭本　啓 9,258
石田良信 7,128
久田信行 6,750
清水真司 6,223
手柴教道 6,110
森本　博 3,226
平岩　忠 2,696
甫出信夫 737
計 64,115
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（中間損益計算書関係）

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの

受取利息 42,546千円 受取利息 35,576千円 受取利息 85,121千円

受取配当金 18,419千円 受取配当金 4,641千円 受取配当金 19,944千円

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの

支払利息 20,691千円 支払利息 18,082千円         支払利息 35,432千円

貸倒引当金繰入額 118,519千円 貸倒引当金繰入額 33,197千円            貸倒引当金繰入額 179,777千円

※３．特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損

※３．特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損

※３．特別損失のうち重要なもの

固定資産除却損

建物 77,689千円 建物 115,894千円 建物 137,361千円

器具備品 17,544千円 器具備品 21,579千円 器具備品 22,020千円

その他 5,843千円 その他 525千円 その他 362千円

店舗閉鎖損失 209,287千円 店舗閉鎖損失 244,376千円 店舗閉鎖損失 269,278千円

子会社株式評価損 1,666,205千円

子会社出資金評価損 283,793千円

貸倒引当金繰入額
退職給付会計基準
変更時差異

1,263,263千円

266,653千円

　４．減価償却実施額 　４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額

有形固定資産 481,335千円 有形固定資産 609,237千円        有形固定資産 1,091,289千円

無形固定資産 1,757千円 無形固定資産 1,479千円        無形固定資産 1,572千円
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（リース取引関係）

第26期中間会計期間
自　平成12年３月１日
至　平成12年８月31日

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

1.　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 617,894千円 １年内 539,536千円 １年内 658,918千円

１年超 741,946 １年超 752,260 １年超 660,341

合計 1,359,841 合計 1,291,796 合計 1,319,259

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 333,797千円 支払リース料 375,856千円 支払リース料 728,899千円

減価償却費相当額 289,779 減価償却費相当額 315,253 減価償却費相当額 645,709

支払利息相当額 32,393 支払利息相当額 27,824 支払利息相当額 67,659

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　　　左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同　　　　左

２．オペレーティング・リース取引

　未経過リース料

　　１年内　　　　　20,038千円

　　１年超　　　　　37,900

　　　合計　　　　　57,938

(5）利息相当額の算定方法

同　　　　左

取得価額

相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

中 間 期 末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円
器具備品 2,367,593 1,642,168 725,425

有形固定資産その他
(機械及び装置) 206,727 88,244 118,482

投資その他の資産その他
(長期前払費用) 548,504 216,920 331,583

合計 3,122,825 1,947,333 1,175,491

取得価額

相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

期 末 残 高

相 当 額

千円 千円 千円
器具備品 2,290,722 1,447,451 843,271

有形固定資産その他
(機械及び装置) 311,374 210,116 101,258

投資その他の資産その他
(長期前払費用) 391,283 171,744 219,538

合計 2,993,381 1,829,312 1,164,068

取得価額

相 当 額

減 価 償 却
累 計 額
相 当 額

中 間 期 末
残 高
相 当 額

千円 千円 千円
器具備品 2,136,282 1,195,543 940,738

有形固定資産その他
(機械及び装置) 210,990 153,225 57,764

投資その他の資産その他
(長期前払費用) 346,113 140,214 205,898

合計 2,693,385 1,488,984 1,204,401
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（有価証券関係）

※　当中間連結会計期間に係る「有価証券（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）」及び前連結会計

年度に係る「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）

有価証券の時価等 （単位：千円）

前中間会計期間末（平成12年８月31日現在）
種 類

中間貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

流動資産に属するもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

固定資産に属するもの

株式 46,433 47,717 1,283

債券 － － －

その他 － － －

小計 46,433 47,717 1,283

合計 46,433 47,717 1,283

　（注）１．時価(時価相当額を含む)の算定方法

①　上場有価証券

主として東京証券取引所及び大阪証券取引所の最終価格によっております。

②　店頭売買有価証券

日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

２．開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

固定資産に属するもの

非上場株式　　　　　　2,382,272千円

（店頭売買株式を除く。）

（デリバティブ取引関係）

※　当中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表における

注記事項として記載しております。

（前中間会計期間）

　当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

期　　別

項　　目

第27期中間会計期間
自　平成13年３月１日
至　平成13年８月31日

第26期事業年度
自　平成12年３月１日
至　平成13年２月28日

１株当たり純資産額 876円90銭 1,100円25銭

１株当たり中間（当期）純利益 △211円20銭 141円66銭

潜在株式調整後
１株当たり中間（当期）純利益

なお、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益金額については、新株引受
権付社債及び転換社債を発行してい
ないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、新株引受
権付社債及び転換社債を発行してい
ないため、記載しておりません。

そ　の　他

　平成13年10月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　74,710,900円

　１株当たりの額　　　　　　　　　 　  　　　　　　 10円



(チェーン全店）          (単位：百万円）

売上高 百分率 売上高 百分率 売上高 百分率

0 % % % %
14,352 23.7 111.9 14,862 23.1% 103.6% 29,022 24.3
21,714 35.8 111.2 22,955 35.7% 105.7% 42,625 35.7
7,099 11.7 117.3 7,495 11.7% 105.6% 12,446 10.4

43,165 71.2 112.4 45,312 70.4% 105.0% 84,092 70.4
16,590 27.3 109.9 17,967 27.9% 108.3% 33,378 27.9

912 1.5 109.6 1,039 1.6% 113.9% 1,967 1.6
60,667 100.0 111.7 64,318 100.0% 106.0% 119,437 100.0
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商   品   別   売   上   状   況商   品   別   売   上   状   況商   品   別   売   上   状   況商   品   別   売   上   状   況

地   域   別   店   舗   数   の   状   況地   域   別   店   舗   数   の   状   況地   域   別   店   舗   数   の   状   況地   域   別   店   舗   数   の   状   況

前期比
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フ ァ ー ス ト フ ー ド

前期比

33 37
2
1

期   別

商  品  別

         前中間会計期間末
（平成12年8月31日現在）

           当中間会計期間末
　　（平成13年8月31日現在）

前年同期比
較

比較増減
（▲は減少）

     前中間会計期間
自  平成12年3月 1日
至  平成12年8月31日

  
　　当中間会計期間
自  平成13年3月 1日
至  平成13年8月31日

      前事業年度
自  平成12年3月 1日
至  平成13年2月28日

              前事業年度末
（平成13年2月28日現在）
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(チェーン全店）          (単位：百万円）

売上高 百分率 売上高 百分率 売上高 百分率

15,870 26.2% 15,885 24.7% 30,894 25.9%

11,809 19.5% 11,787 18.3% 22,858 19.1%

3,610 6.0% 3,666 5.7% 7,029 5.9%

3,982 6.6% 3,470 5.4% 7,537 6.3%

1,770 2.9% 2,081 3.2% 3,629 3.0%

5,479 9.0% 5,750 8.9% 10,814 9.1%

3,762 6.2% 4,102 6.4% 7,416 6.2%

1,770 2.9% 2,080 3.2% 3,591 3.0%

537 0.9% 496 0.8% 994 0.8%

1,180 1.9% 1,644 2.6% 2,534 2.1%

567 0.9% 1,141 1.8% 1,303 1.1%

853 1.4% 1,195 1.9% 1,717 1.4%

0.0% 5 0.0%

7,102 11.7% 8,309 12.9% 14,413 12.1%

2,370 3.9% 2,681 4.2% 4,706 3.9%

0.0% 15 0.0%

0.0% 4 0.0%

60,666 100.0% 64,318 100.0% 119,437 100.0%
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鳥取県

   当中間会計期間
自  平成13年3月 1日
至  平成13年8月31日

     前中間会計期間
自  平成12年3月 1日
至  平成12年8月31日

期   別

商  品  別

      前事業年度
自  平成12年3月 1日
至  平成13年2月28日
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